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はしがき

　国立国会図書館調査及び立法考査局は、重要な国政課題について、プロジェクトチームを編
成し、分野横断的に調査・分析を行う「総合調査」を毎年実施しています。令和 7年度は、「国
際比較に見る日本の政策課題」をテーマとして取り上げました。

　「失われた 30年」という言葉に示されるように、バブル崩壊後、「一人当たり GDP」や「政
府債務残高」など、特に経済分野の指標の国際比較において、日本の順位の低下や数値の悪化
が指摘されています。また、「合計特殊出生率」などの社会分野や「女性国会議員数」などの
政治分野も含めた様々な指標については、日本の順位が低位で推移していることが報じられて
います。その一方で、「平和度」のように、日本の順位が長期にわたって高い指標も存在します。

　調査及び立法考査局は、平成 20（2008）～21（2009）年の総合調査において、本報告書の
前版となる報告書『国際比較にみる日本の政策課題』を刊行しました。当時の報告書は、経済・
社会・政治の各分野から選定した 27項目の指標について OECD加盟国における過去 20年間
のランキングを整理したものです。今回の総合調査では、これらを中心とした 28項目の指標
について、その後の約 15年の推移を踏まえた改訂版を刊行することで、日本の国際的な位置
の変化を客観的に示し、今後の日本の政策課題を設定する上での一助となることを目指しまし
た。前版と異なり、一部を除いてランキングでなく実際の数値を示すことにより、各分野にお
ける変化が理解しやすくなるようにいたしました。

　調査に当たっては、この分野に造詣の深い研究者の方々に御協力いただきました。深く感謝
申し上げます。

　本報告書が、国会議員の皆様による調査研究や国政審議に資することはもとより、このテー
マに関心をお持ちの皆様のお役に立つことを、心から願うものです。

　令和 8年 3月

 調査及び立法考査局長　竹内　秀樹

i
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